株式会社　●●　　品質・環境マニュアル　


５．リーダーシップ

５．１　リーダーシップ及びミットメント（環境５．１）
５．５．１品質・環境マネジメントシステムに関するリーダーシップ及びミットメント
　　　１）社長は、次に示す事項によって、品質・環境マネジメントシステムに関するリーダーシップ　及びコミットメントを実証する。
ａ）品質・環境マネジメントシステムの有効性に説明責任を負う。
　　①マネジメントレビューにおいて有効性を監視し、改善の指示・決定を行う。
ｂ）品質・環境マネジメントシステムのための品質・環境方針及び品質目標・環境目的を確立し、それらが組織の戦略的な方向性及び組織の状況と両立することを確実にする。　

　　①組織の状況（内部・外部の課題）及び利害関係者のニーズ及び期待を踏まえ　　　　『品質・環境方針』を設定する。
　　②『品質・環境方針』に従い、各部門において品質・環境目標を設定させる。

ｃ）品質・環境方針が組織内に伝達され、理解され、適用されていることを確実にする。 
　　①『品質・環境方針』を本社事務所内、現場事務所内に掲示し徹底を図る。
ｄ）当社の事業プロセスへの品質・環境マネジメントシステム要求事項の統合を確実にする。 
　　①品質・環境マネジメントシステムにおいて決定した必要な各プロセスに関する指示を行う。
ｅ）プロセスアプローチに関する認識を高める。 
　　①「品質・環境マニュアル」を必要な箇所に配付し認識を高める。
ｆ）品質・環境マネジメントシステムに必要な資源が利用可能であることを確実にする。 
　　①内部コミュニケーション、マネジメントレビューにて資源の必要性を把握し、配分する。
ｇ）有効な品質・環境マネジメント及び品質・環境マネジメントシステム要求事項への適合の重要性を伝達する。 
　　①内部コミュニケーションにより、組織内に伝達する。
ｈ）品質・環境マネジメントシステムがその意図した結果を達成することを確実にする。 
　　①品質・環境マネジメントシステムを確立し、実施し、維持し、かつ、継続的に　改善する。
　　②『品質・環境方針』に目標・目的の設定のための枠組みを示す。
　　③内部コミュニケーション、内部監査で実行状況を監視する。
ｉ）品質・環境マネジメントシステムの有効性に寄与するよう人々を雇用し、指揮し、支援する。 
　　①力量を持たせるために教育・訓練を実施する。
　　②内部コミュニケーションにより、組織内に指示を与える。

　　③マネジメントレビューを通して、当社の取り組みを支援する。
ｊ）継続的な改善を促進する。 
　　①『品質・環境方針』に継続的改善のコミットメントを含め、伝達する。
　　②内部コミュニケーション、内部監査、マネジメントレビューで実行状況確認し、改善指示を行う。
ｋ）その他の関連する管理層がその責任の領域においてリーダーシップを実証するよう、その管理層の役割を支援する。 
　　①役割、責任及び権限を、表5.3「責任と権限分担表」に明確にする。
５．１．２　顧客重視
　１）社長は、以下を確実にすることで、顧客重視に関するリーダーシップ及びコミットメントを実証する。 
ａ）顧客要求事項及び適用される法令・規制要求事項が決定され、満たされている 。

　　①顧客要求事項及び適用される法令・規制要求事項は、8.2.2『製品及びサービスに関連する要求事項のレビュー』で決定し、それらが満たされていることは、9.1.2『顧客満足』で確認する。
ｂ）製品及びサービスの適合性、並びに顧客満足を向上させる能力に影響を及ぼすリスク及び機会が決定されており、それに対する取組が行われている。 
　　①8.6『製品及びサービスのリリース』に従い、検査を行う。

　　②6.1.1『リスク・脅威及び機会』に従い、「リスク・脅威及び機会に対処する活動」にリスク及び機会を決定し、取組を行う。
ｃ）顧客要求事項及び適用される法令・規制要求事項を満たした製品及びサービスを一貫して提供することに重点を置くことが継続されている 。

　　①8.6『製品及びサービスのリリース』に従い、検査を行う。

　　②8.7『不適合なプロセスアウトプット、製品及びサービスの管理』に従い、不適合なプロセスアウトプットを管理する。

　　③製品及びサービスのプロセスパフォーマンス及び適合性の情報を含め、マネジメントレビューを実施する。
ｄ）顧客満足の向上に重点を置くことが維持されている。
　　①9.1.3『分析及び評価』に従い、顧客満足の情報を分析し、評価する。
　　②顧客満足の情報を含め、マネジメントレビューを実施する。

【品質・環境方針】


1． 適用される要求事項を満たし、品質・環境マネジメントシステムのパフォーマンスを向上させるため、品質・環境マネジメントシステムの継続的改善を実施します。

2． 当社の順守すべき義務を果たします。

法的要求事項・当社が同意するその他の要求事項を順守します。

3． 安全第一、お客様満足の向上、出来ばえの向上、工期の厳守を常に心掛け、無駄を省いた合理的な施工に努めます。

4． 建設機械による環境影響の低減、建設廃棄物の適正処理とリサイクル、地域美化活動及び省エネルギー化の推進に努めます。
この方針は、全社員及び当社のために働いてくれる要員に周知し、

一般に公開致します。

２０１５年　　月　　日

株式会社　●●
代表取締役　●●●●
５．２　品質・環境方針（環境５．２）

５．２．１

社長は、次の事項を満たす品質・環境方針を確立し、レビューし、及び維持する。

1）品質方針

ａ）当社の目的（当社が目指す方向性）及び状況に対して適切な設定を行う。

ｂ）品質方針の中に、実際の活動（品質目標）に結びつくような、具体性を持ったテーマ（枠組み）を入れる。

ｃ）適用される要求事項を満たすことへの決意を表明（コミットメント）する。
　（決められた仕事のやり方を守り、決められた品質の製品を顧客に提供すること等）

ｄ）品質マネジメントシステムの継続的改善への決意を表明（コミットメント）する。

　（より良い結果に繋がるように、仕事のやり方をどんどん改良すること等）
２）環境方針

ａ）当社の目的、活動、製品やサービスの性質・規模及び環境影響を含む当社の状況に対して適切な設定を行う。

　　ｂ）環境方針の中に以下の決意を表明する。

1 汚染の予防や環境保護へのコミットメント。

2 順守義務を適合することへのコミットメント。

3 環境パフォーマンスを向上させるための環境マネジメントシステムの継続的改善へのコミットメント。
ｃ）環境方針の中に、実際の活動（環境目的）に結びつくような、具体性を持ったテーマ（枠組み）を入れる。
５．２．２（環境５．２）
　１）品質・環境方針は、次に示す事項を満たす。
　　ａ）文書化した情報として利用可能なように、「品質・環境マニュアル」に明記する。

　　ｂ）『品質・環境方針ポスター』を本社事務所内、現場事務所内に掲示し、当社の社員及び、当社のために働く要員（施工外注業者等）へも徹底を図る。

　　ｃ）希望する誰もが入手可能な様に、『品質・環境方針コピー』を本社事務所受付に準備する。

５．３　組織の役割、責任及び権限（環境５．３）
社長は、関連する役割に対して、下記、図5.3『組織図』、表5.３『責任と権限分担表』に責任と権限を割当て、会社全体に伝達し理解させる。

図5.３　組織図









責任と権限分担表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 表5.3

	部門
	職位
	責任と権限

	全体
	社長
	①マネジメントシステムのリーダーシップ（5.1.1　a～k）
②「品質・環境方針」の決定

③「品質・環境マニュアル」の承認

④経営資源の計画と配分

⑤管理責任者の任命
	⑥マネジメントレビューの実施

⑦営業活動

⑧積算・見積り業務

⑨現場間の人員配置、設備配分等

⑩材料・施工外注の選択と発注

	
	専務
	
	

	
	管理責任者
	①品質・環境の規格要求事項への適合

②プロセスが意図したアウトプットを引き渡していることの確認
③顧客重視の推進

④品質・環境システムの変更が計画され、実施される場合のシステムの維持（完全に整っている状態）
⑤社長に対し品質・環境システムの実施状況や改善の機会、変更・変革の必要性を報告する

⑥社長に対し品質・環境システムのパフォーマンスを報告する
	⑦データの分析

⑧法規制・他の要求事項の調査と特定

⑨法規制・他の要求事項の順守評価

⑦文書管理

⑩是正処置への展開の決定

⑪予防処置内容の承認

⑫内部監査の計画、及び実施の責任者

⑬「品質・環境マニュアル」の作成
⑭自覚教育

⑮環境側面・法規制の定期的な見直し

⑯教育訓練計画の作成

⑰教育訓練の有効性の評価

	工事部
	工事部
	①品質・環境目標の決定、及び展開
	②取引先の評価

	
	工事部長
	①「品質計画書」の承認


	②目標達成状況の確認

	
	現場代理人

主任技術者

(監理技術者)
	①顧客の苦情処理と対策

②「施工計画書」「品質計画書」の作成

③現場からの発注管理

④マニフェストの管理

⑤不適合品の識別と応急処置
	⑥受入検査、日常検査の実施
⑦顧客所有物の管理

⑧製品要求事項の変更管理

プロセスが意図したアウトプットを引き渡していることの確認

	
	現場作業員
	①現場作業の準備と施工
	②現場代理人の指示による受入検査等

	
	重機オペレーター
	①重機の使用前の点検
	②リース重機の法定自主検査の確認

	
	経理

工事事務
	①契約関係の書類作成

②入札・積算・見積り業務
	④労務・経理・会計

⑤ＯＡ機器等の管理


６．品質・環境マネジメントシステムに関する計画

６．１　リスク（脅威）及び機会への取組（環境６．１）
６．１．１　一般（環境６．１．１　環境６．１．４）
　　１）品質・環境マネジメントシステムの計画を策定するとき、当社は、４．１『組織及びその状況の理解』 に規定する課題及び４．２『利害関係者のニーズ及び期待の理解』 に規定する要求事項を考慮し、下記の事項について取組む必要があるリスク（脅威）及び機会を「リスク・脅威及び機会に対処する活動表」、「著しい環境側面特定表」、「法規制等管理表」に決定する。 
ａ）品質・環境マネジメントシステムが、その意図した結果を達成できることを保証する。 

ｂ）外部の環境状況が当社に影響を与える可能性を含め、望ましくない影響を防止、又は低減する。 

ｃ）継続的改善を達成する。 
２）当社は、以下の文書化した情報を維持する。

　　①プロセスが計画どおりに実施されたという確信を持つために必要な程度の文書化された情報を「リスク・脅威及び機会に対処する活動表」、「著しい環境側面特定表」、「法規制等管理表」に維持する。

　　②取組む必要があるリスク（脅威）及び機会に関連する文書化した情報を「リスク・脅威及び機会に対処する活動表」、「著しい環境側面特定表」、「法規制等管理表」に維持する。
３）当社は、起こり得る不適合が発生することを未然に防止するために、その原因を除去する予防処置の手順を下記に定める。

	項目
	内容

	起こり得る不適合の特定

（クレームも含む）
	各担当者は、下記情報等により重大な不適合が発生する可能性があると判断した場合は、予防処置実施を「予防報告書」で提案する。
①「不適合・是正報告書」及び顧客・外部からのあらゆる情報

②受入検査、工程内検査、社内中間・完成検査、顧客検査

③内部監査記録及びその他の記録

④他社を含めた業界情報や、新聞、業界紙等からの情報

	予防処置が必要な場合

（必要性の評価）
	管理責任者及び社長は、以下の場合、予防処置を指示する。

①発生の可能性が高い

②発生した場合重大な問題となる

③上記以外で経営陣・管理責任者が必要と判断した場合。

	起こり得る不適合原因の特定
	予防を指示された担当者は、起こり得る不適合の原因を特定し、「予防報告書」に記録する。

	予防処置の計画
	担当者は、特定した原因を除去するための予防処置の計画を「予防報告書」に記入する。

	予防処置の承認
	管理責任者は、以下の観点から予防処置の計画の適切性、必要性を評価し、承認を行う。

①予防処置の内容が起こり得る原因に対して効果的であるか。

②予防処置が起こり得る問題の影響の大きさに応じたものであるか。

	予防処置の決定及び実施
	担当者（予防実施者）は承認された、予防処置を実施し「予防報告書」に記録する。処置終了を管理責任者に報告する。

	活動のレビュー

（効果の確認）
	管理責任者は、予防処置の実施が起こり得る不適合の未然防止として効果があったかどうかを確認し、「予防報告書」に記録する。


６．１．２　環境側面の特定（環境６．１．２）
当社は、環境マネジメントシステムで定められた適用範囲内で、管理できる環境側面及び、影響を及ぼすことができる環境側面を特定する手順を下記に示し、実施し、維持する。

１）環境側面の抽出

　　ａ）ライフサイクルを考慮し、当社の活動、製品、サービス及びそれらの変更等と、間接的な環境側面としての、外部提供者の活動にともなう環境側面を抽出し「環境側面調査表」、もしくは「品質計画書」（その現場から関係するもの）に明確する。

　　ｂ）環境側面を特定する際は下記を考慮する。

　　　　①計画した又は新規の開発、及び新規又は変更された活動、製品及びサービスを含む変更。

　　　　②特定した、異常な及び潜在的な緊急事態。

２）環境影響の評価

　　抽出された環境側面を以下の評価基準に基づいて「環境側面調査表」、もしくは「品質計画書」（その現場から関係するもの）で評価する。

ａ）環境区分

	分類
	評価基準

	直接
	当社で管理できる環境側面（当社の活動）

	間接
	当社では管理できないが、影響を及ぼせる環境側面（施工外注、協力業者の活動）


ｂ）環境事態区分

	分類
	評価基準

	通常
	普通の状態における環境への影響

	非通常
	始業時、終業時、段取り替え、故障等における環境への影響

	緊急
	事故、台風、地震、爆発、崩壊、作業ミス等の緊急事態時における環境への影響


ｃ）環境影響評価
	評価
	評価基準

	結果の重大性
	大
	①環境や人体への障害が非常に大きい。（修復が困難である）

②影響が広範囲である。

③環境への影響継続時間が長期的である。

④インプットでは、希少性・枯渇性が大きいもの。

⑤法規制等により規制（届出・交付の義務）がある。現在法規制を違反している。

	
	中
	①環境や人体への一時的な影響がある。（修復ができる）

②影響範囲は限られる。

③環境への影響継続時間は中期的である。

④インプットでは、供給は安定している。（長期的には枯渇の恐れがある）

⑤過去に法規制違反があった。

	
	小
	①環境や人体への影響はほとんどない。（すぐに対処できる）

②影響範囲は非常に狭い範囲に限られる。（施工現場周辺のみ）

③環境への影響継続時間は短期的である。

④インプットでは、供給の心配はない。

⑤常に、法規制基準値以下である。

	発生の可能性
	大
	①量的に大きく、常時発生する。また、発生の可能性が高い。

②当社の管理レベルが不完全である。法規制違反になる。違反になる可能性がある　

	
	中
	①量的に小さいが、定期的に発生する。

②当社の管理レベルは維持できている。法規制違反になる可能性は少ない。現在まで常に管理できている。

	
	小
	①量的に小さく、ごくまれに発生する。発生の可能性は極めて低い。

②当社の管理レベルは完全に維持できている。法規制違反になる可能性は極めて少ない。


　
ｄ）有益な環境影響評価

　　有益な環境側面は社員からの提案、もしくは管理責任者の判断で「環境側面調査表」に抽出し、以下の評価基準に基づいて評価する。

	評価
	評価基準

	結果の重大性
	大
	①地球・地域の環境保全、人の健康などの面で貢献度が大きい。

②法的な要求がある。

③会社のイメージアップになる。

④顧客・協会からの要請である。

⑤事業チャンスの面での競争優位性が大きい。

	
	中
	①地球・地域の環境保全、人の健康などの面で貢献度が中程度。

②事業チャンスの面での競争優位性が中程度。

	
	小
	①地球・地域の環境保全、人の健康などの面で貢献度は小さい。

②事業チャンスの面での優位性は小さい。

	発生の可能性
	大
	①有益な環境影響が得られる確率（または頻度）が大きい。

②有益な環境影響を得るのに実施が容易である。

	
	中
	①有益な環境影響が得られる確率が中程度。

②有益な環境影響を得るのに実施の容易さが中程度である。

	
	小
	①有益な環境影響が得られる確率が小さい。

②有益な環境影響を得るのに実施が難しく、採用の可能性が困難。


　３）著しい環境側面の決定

ａ）「環境側面調査表」、「品質計画書」（その現場から関係するもの）にて、結果の重大性と発生の可能性をそれぞれ評価し、著しい環境側面として決定されたものを「著しい環境側面特定表」に登録する。決定方法については表6.1.3を参照する。

ｂ）「著しい環境側面特定表」は、当社の全部門に伝達する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表6.1.3

	
	結果の重大性

	
	大
	中
	小

	発生の可能性
	大
	著しい環境側面として決定
	著しい環境側面として決定
	―

	
	中
	著しい環境側面として決定
	―
	―

	
	小
	―
	―
	―


４）環境側面及び著しい環境側面の見直し

事業活動の変化、法律等の制定や改正、その他の設備の導入や廃止、作業方法の変更など環境に及ぼす影響が変化した場合、環境側面及び著しい環境側面の特定を見直す。この見直しは毎年●月あるいは必要に応じて見直しを行い、「環境側面調査表」、「著しい環境側面特定表」を最新の状態で維持する。

また、各現場に於いて現場代理人は、「環境側面調査表」に登録がない新たな環境側面がある場合「品質計画書」にて随時調査を行う。

５）当社は下記に関する文書化した情報を維持する。

　ａ）著しい環境側面を決定するために用いた基準

　　　①本「品質・環境マニュアル」6.1.3　２）『環境影響の評価』及び３）『著しい環境側面の決定』に文書化する。
　ｂ）環境側面及び関連する環境影響

　　　①「環境側面調査表」に文書化する。
　ｃ）著しい環境側面

　　　①「著しい環境側面特定表」に文書化する。
６．１．３　順守義務（環境６．１．３）
当社の環境側面に関係する、順守義務を特定する手順を下記に示し、実施し、維持する。


１）入手方法
表6.1.4
	情報の種類
	情報の入手方法
	責任者
	頻度
	記録

	環境法関連

・法律：国会の決議　　　　　　

・政令：内閣が制定した命令　　

・省令：各省大臣が発する命令　

・国の機関からの告知　　　　　

・自治体からの命令　　　など
	・環境法関連図書

・施行管理関係法令集

· インターネット

（以下アドレス参照）
・新聞・ニュース

・国県市町村

・組合、団体
	管理責任者
	年１回●月

もしくは法改正の都度
	法規制等管理表

	業界動向

顧客の要求
	・取引先

・仕入先
	各社員
	随時
	


①法令データ提供システム

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxsearch.cgi
②鹿児島県例規集

https://www.pref.kagoshima.jp/ab04/kensei/jourei/jorei/detabese.html
③富士グローバルネットワーク

http://www.group.fuji-keizai.co.jp/kensetsu/
入手した順守義務は「法規制等管理表」に特定し、誰もが参照できるようにする。

２）環境側面への適用

管理責任者は、これらの適用可能な法的要求事項及び当社が同意するその他の要求事項を当社の環境側面にどのように適用するかを「法規制等管理表」に決定し、社員の誰もが参照できるようにする。また、各施工現場には、最新版の「法規制等管理表」を配付することにより法規制等の順守を確実に実施させる。

３）「法規制等管理表」の見直し

管理責任者は、毎年●月に「法規制等管理表」を見直す。もしくは順守義務の追加や削除が発生した時に随時行い、最新の情報を維持する。
６．１．４　取組のための計画（品質６．１．２）（環境６．１．５）
１）当社は、下記の事項を計画する。
ａ）6.1.1によって決定したリスク（脅威）及び機会への取組み 
　　①「リスク・脅威及び機会に対処する活動表」に計画する。

ｂ）著しい環境側面への取組み
　　①「著しい環境側面特定表」に計画する。
　　　（6.1.3参照）

ｃ）順守義務への取組み

　　①「法規制等管理表」に具体的な適用内容（順守事項）を明確にする。
　　　（6.1.4参照）
ｂ）次の事項を行う方法 

　①その取組みの品質・環境マネジメントシステムプロセスへの統合及び実施を4.4『品質・環境マネジメントシステム及びそのプロセス』に明確にし実施する。（4.4参照） 
　②その取組みの有効性の評価を 「リスク・脅威及び機会に対処する活動表」に計画する。
２）リスク（脅威）及び機会に取組みは、製品及びサービスの適合性への潜在的な影響と釣り合いのとれたものとする。
注記 リスク（脅威）及び機会への取り組みの選択肢には、リスク（脅威）を回避、機会の追求のためのリスク（脅威）の受容、リスク（脅威）源の、又は十分な情報を得たうえでの意思決定によるリスク（脅威）の保持を含めることができる。
６．２　品質目標・環境目標及びそれを達成するための計画策定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（環境６．２）
６．２．１　品質目標・環境目的（環境６．２．１）
当社は、関連する部門、階層、及びプロセスにおいて、下記の事項を満たす品質目標・環境目的を毎年●月（初旬）に、「目標計画書」に確立し、最新の文書化した情報として保持する。
１）品質目標
　ａ）品質方針と整合している。 

　ｂ）測定可能である。

　ｃ）適用される要求事項を考慮に入れている。 

　ｄ） 製品及びサービスの適合性及び顧客満足を高めることに関連している。 

　ｅ）監視する。 

　ｆ）伝達する。 

　ｇ）必要に応じて、更新する。 

２）環境目的
　ａ）環境方針と整合している。 

　ｂ）測定可能である（実施可能な場合）。

　ｃ）監視する。
　ｄ）伝達する。
　ｅ）必要に応じて、更新する。
　ｆ）環境目的は、以下を考慮する。

　　①当社の著しい環境側面及び順守義務。
　　②脅威及び機会に関連するリスク。

　　③技術上の選択肢。

　　④財務上、運用上及び事業上の要求事項。

６．２．２　品質目標・環境目的達成のための取組み計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（環境６．２．２）
　１）当社は、品質目標・環境目的をどのように達成するかについて計画するとき、下記　　の事項を「目標計画書」に決定する。また、品質目標・環境目的の達成のための活動は日常活動の一部として組込むよう検討する。
ａ）実施事項 

ｂ）必要な資源 

ｃ）責任者 

ｄ）達成期限 

ｅ）結果の評価方法（達成に向けた進捗を監視するための指標を含む）
６．３　変更の計画
１）当社が品質・環境マネジメントシステムの変更の必要性を決定したとき（4.4参照）、その変更は計画的かつ体系的な方法で下記の事項を考慮し実施する。 
ａ）変更の目的、及びそれによって起こり得る結果全て
ｂ）品質・環境マネジメントシステムの完全性 

ｃ）資源の利用可能性 

ｄ）責任及び権限の割当又は再割当
株式会社●●はこれまでの経験から得た施工技術を駆使して品質向上を目指し、お客様に満足して頂ける土木・建築物を提供していきます。





土木・建築工事の施工に関わる汚染の予防、環境保護に積極的に取り組み、●●の豊かで美しい自然と景観を次世代に引き継ぎ、地域社会に貢献していきます。
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